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第140期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第140期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載し
ておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い
申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「招集通知」を順に
選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェ
ブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　（東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「株式会
社ロブテックス」又はコードに当社証券コード「5969」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資
料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただき、2023年６月26日（月曜日）午後５時30分までに到着する
ようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
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１. 日　時 2023年６月27日（火曜日）午前10時

２. 場　所 大阪府東大阪市四条町12番８号　本店会議室

３. 目　的　事　項

報　告　事　項 １. 第140期（2022年４月１日から2023年３月31日まで) 事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類

監査結果報告の件

２. 第140期（2022年４月１日から2023年３月31日まで) 計算書類報

告の件

決　議　事　項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件

第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

記

４．　招集にあたっての決定事項

　　　(1)議決権行使書において、各議案につき賛否の表示がない場合は、賛成の表示があった

　　　　 ものとしてお取り扱いいたします。

　　　(2)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方1名を代理人

　　　　 として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必

　　　　 要となりますのでご了承ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

　ようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び

　東証ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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事 業 報 告

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症対策により、平常

化に向けた動きが見られる一方で、原油や資材価格高騰・ウクライナ情勢等の影

響もあり、まだまだ不透明な状況で推移しました。

　このような状況の下、当社グループでは経営ビジョン「モノづくりのプロに応

え、モノづくりの愉しさを育む」、経営スローガン「私たちは工具を通じ、あら

ゆるモノづくりの要求に応えるとともに、つくる愉しさを伝え広げる事で社会に

貢献します」の発信と浸透を更に進め、経営課題である「業務の整流化を徹底

し、利益体質の強化を図る」を追求し、経営目標達成に向け努力してまいりまし

た。

　そして、その経営ビジョンを推し進めるにあたり、経営課題の解決に向けた機

能的な組織への変更を２０２２年４月に実施しました。

　管理本部においては、ＩＴシステム部を新設いたしました。従来の情報システ

ム部門と営業企画のデータ管理部門並びに業務部を統合し、データ利用・活用を

行い、顧客価値創造を重要テーマに、ＩＴを駆使して対応に努めました。

　モノづくり事業本部においては、購買部門を購買部として独立させ、取引先様

との連携強化と新規取引先探索を行い、安定供給と適正価格及び品質を確保した

調達に取り組みました。

　営業部門(営業企画部・第一営業部・第二営業部)については、売上至上主義か

ら利益確保への意識付けを進め、粗利益・売上リベート・販売費を徹底的に管理

し、利益追求型の営業部隊へ移行を進めました。これまでの営業部で分類してい

た販売ルートをより現在の市場に合わせた組織に変更しました。中でも新設した

ストアセールスチームについては、ホームセンターとともにプロショップ等、店

舗展開している販売先への強化を図ることで、エンドユーザーに寄り添った活動

を進めてまいりました。

　また、モノづくりの合理化を図るべく、製造拠点である鳥取ロブスターツール

株式会社にはモノづくり合理化推進室を新設し、合理化推進と新規事業の検討を

行いました。

　なお、経営課題であります“利益体質の強化”を図るべく、現状課題について

は各種プロジェクトを発足し部門横断的に解決策を検討、実務部門に展開を進め

ました。また、未来を見据えた目指すべき将来像を描くために各種会議体を開催

しています。
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前連結会計年度
(2022年３月期)

当連結会計年度
(2023年３月期)

売上高 構成比 売上高 構成比

金 属 製 品 事 業 5,817百万円 95.4％ 5,672百万円 95.3％

レ ジ ャ ー 事 業 281 4.6 277 4.7

合 計 6,099 100.0 5,950 100.0

　その結果、売上高は前年同期比２.４％減の５９億５千万円（前年同期６０億

９千９百万円）となりましたが、利益面では売上原価率の改善及び販売費の効率

的な活用により、営業利益では同２６.４％増の４億８千４百万円（同３億８千

３百万円）、経常利益では同２５.９％増の４億９千３百万円（同３億９千１百

万円）、親会社株主に帰属する当期純利益では同３９.９％増の３億１千４百万

円（同２億２千４百万円）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①金属製品事業

　国内売上は、ファスナー関連の商品において、前年の大型物件分をカバーする

だけの販売数量に及ばず、また、販売先において、ホームセンターでは一服感が

あり、減少しました。

　一方、海外売上では拡販努力により各国において伸張。その中でも主要販売先

国である韓国向けが伸長し、増加しました。

　また、原油や資材価格の高騰などによる商品原価の上昇への対応については、

生産効率の向上、各種経費の節減実施に加え、価格改定を２０２２年１月と２０

２３年２月に実施しました。

　その結果、金属製品事業の合計売上高は前年同期比２.５％減の５６億７千２

百万円（前年同期５８億１千７百万円）となりました。セグメント利益について

は売上原価率の改善及び販売費の効率的な活用により増益となり、同３８.３％

増の３億４千４百万円（同２億４千９百万円）となりました。

②レジャー事業

　ゴルフ練習場における売上高は、コロナ禍においても感染対策を講じた上での

営業継続に加え、サービス向上や集客施策、価格改定を実施してきました。しか

しながら、例年以上の今夏の暑さの影響と新型コロナウイルス感染症の落ち着き

により、特需の一服感もあり、お客様一人当たり売上高は微増となるものの入場

者数が減少した結果、前年同期比１.４％減の２億７千７百万円（前年同期２億

８千１百万円）となりました。セグメント利益については経費節減に努め増益、

同４.４％増の１億４千万円（同１億３千４百万円）となりました。

事業別売上高
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(2) 設備投資の状況

　当期の設備投資は、金属製品事業においては金型や工場設備等を、レジャー事

業ではゴルフ練習場設備に総額１億５千１百万円の投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況

　当期の設備の購入資金等は、自己資金及びリースの活用並びに金融機関からの

借入金により調達しております。

(4) 対処すべき課題

① 利益体質の強化

　当社グループでは経営ビジョン「モノづくりのプロに応え、モノづくりの愉し

さを育む」、経営スローガン「私たちは工具を通じ、あらゆるモノづくりの要求

に応えるとともに、つくる愉しさを伝え広げる事で社会に貢献します」の浸透と

発信を更に進め、経営課題である「業務の整流化を徹底し、利益体質の強化を図

る」を追求し、経営目標を達成することで、顧客満足を獲得し、適正利益の確保

を目指してまいります。

② 財務体質の改善

　財務体質の改善のため、利益の確保と経営資源の運用管理を進め、有利子負債

の削減、キャッシュ・フローの強化、総資産及び借入金の適正化を図ってまいり

ます。

③ 人財の開発（人的資源の活用と育成）

　「企業体質の強化」の一環である人財育成の強化を目的として目標に向かって

挑戦を続ける組織風土を創造すべく、能力主義及び成果主義に基づく人事制度並

びに教育訓練システムを更に充実させ、人的資源の活性化を図ってまいります。
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区 分

第137期

2020年
３月期

第138期

2021年
３月期

第139期

2022年
３月期

第140期

2023年
３月期(当期)

売 上 高(百万円) 5,673 5,307 6,099 5,950

経 常 利 益(百万円) 190 300 391 493

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 46 186 224 314

１株当たり当期純利益 (円) 25.15 99.60 120.38 168.42

総 資 産(百万円) 8,007 8,336 8,307 8,773

純 資 産(百万円) 4,116 4,313 4,467 4,750

１株当たり純資産額 (円) 2,098.55 2,198.60 2,270.96 2,418.24

(5) 財産及び損益の状況

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数に基づき算出しております。
２. 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年３月31日)等を第139期の期首から

適用しており、第139期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後
の数値を記載しております。

３. 当社は2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第
137期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産
額を算定しております。

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ロ ブ テ ッ ク ス
フ ァ ス ニ ン グ シ ス テ ム

10百万円 65％
ファスニングツール
工業用ファスナー卸売業

鳥 取 ロ ブ ス タ ー ツ ー ル
株 式 会 社

200 100 金属製品製造業

株 式 会 社 ロ ブ エ ー ス 50 100 ゴ ル フ 練 習 場

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(注) 当社の連結子会社は上記の３社であります。
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種 類 内 容

作業工具 モンキレンチ、プライヤ、万力、その他の作業工具

ファスニングツール リベッター、ナッター

工業用ファスナー
ブラインドリベット、モンゴプラグ、ネイルプラグ、
ワンサイドボルト

切削工具 ダイヤモンドホイール、ハンマービット

電設工具 手動圧着工具、油圧圧着工具

(7) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

当社グループの事業内容は、金属製品事業とレジャー事業であります。

なお、金属製品事業は下記の製造及び販売を営んでおります。

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 店 大阪府東大阪市 本 社 大阪府東大阪市

大 阪 営 業 所 大阪府東大阪市 東 京 営 業 所 東 京 都 板 橋 区

名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 北 区 福岡･広島営業所 福 岡 市 博 多 区

物 流 セ ン タ ー
鳥 取 県 西 伯 郡
大 山 町

株式会社ロブテックス
ファスニングシステム

東 京 都 中 央 区

鳥取ロブスターツ
ー ル 株 式 会 社

鳥 取 県 西 伯 郡
大 山 町

株式会社ロブエース 大 阪 府 八 尾 市

(8) 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）

区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

金 属 製 品 事 業 187名 1名増

レ ジ ャ ー 事 業 5 －

合 計 192 1名増

(9) 従業員の状況（2023年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,442百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 438

株 式 会 社 南 都 銀 行 381

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 329

株 式 会 社 り そ な 銀 行 173

(10)主要な借入先（2023年３月31日現在）
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(1) 発行可能株式総数 8,000,000株

(2) 発行済株式の総数 1,867,408株（自己株式 132,592株を除く）

(3) 株主数 901名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ニ ッ セ ン リ ベ ッ ト 株 式 会 社 1,884百株 10.09％

日 栄 会 1,836 9.83

有 限 会 社 ヤ マ チ 1,060 5.68

日 理 会 954 5.11

ロ ブ テ ッ ク ス 従 業 員 持 株 会 930 4.98

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 924 4.95

地 引 俊 爲 637 3.41

株 式 会 社 南 都 銀 行 400 2.14

稲 垣 貞 男 320 1.72

平 田 正 紘 278 1.49

２. 会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

(4) 大株主の状況（上位10名）

(注) 当社は自己株式132,592株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株
比率は、自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　　　当社は、2022年11月16日開催の取締役会において、2023年１月１日付で普通株

式１株を２株に株式分割することを決議し、同日をもって当社定款に定める発行

可能株式総数を変更いたしました。

　　　これにより、発行可能株式総数は8,000,000株に、発行済株式総数は2,000,000

株となりました。
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 社 長
(代 表 取 締 役)

地 引 俊 爲

モ ノ づ く り 事 業 本 部 長

株式会社ロブテックスファスニングシステム
代 表 取 締 役 社 長

鳥 取 ロ ブ ス タ ー ツ ー ル 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長

株 式 会 社 ロ ブ エ ー ス
代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 山 口 正 光 常 務 執 行 役 員 管 理 本 部 長

取 締 役 池 本 義 寛
執行役員モノづくり事業本部副本部長（技術・購買担当）
兼 購 買 部 長

取 締 役 森 下 幸 治 執 行 役 員 管 理 本 部 管 理 部 長

取 締 役 田 邉 浩 樹 執行役員モノづくり事業本部副本部長（マーケティング担当）

取 締 役
(常勤監査等委員)

林 　 邦 男

取 締 役
(監 査 等 委 員)

藤 本 　 昇
弁 理 士
弁理士法人藤本パートナーズ会長

取 締 役
(監 査 等 委 員)

遠　藤　美智子
弁 護 士
稲 垣 ・ 遠 藤 法 律 事 務 所

３. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（2023年３月31日現在）

(注) １. 取締役（監査等委員）藤本　昇及び遠藤美智子の両氏は、社外取締役であり、東京証券取引
所に独立役員として届け出ております。

２. 当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収
集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携
を可能にするため、林　邦男氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３. 取締役（常勤監査等委員）林　邦男氏は、管理本部長の経験が有り、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有するものであります。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役　藤本　昇、遠藤美智子の両氏との間で、会社法第427条

第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定め

る金額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当

該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補する

こととしております。

　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役（監査等委員を含む）及

び執行役員、子会社取締役であり、すべての被保険者について、その保険料を全

額当社が負担しております。なお、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を

行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の

適正性が損なわれないように措置を講じております。

(4) 取締役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社の役員報酬等は、担当職務、各期の業績、貢献度合等を総合的に勘案して決

定しております。

　役員報酬等の額は、報酬総額の最高限度額を株主総会の決議により決定し、各取

締役（監査等委員を除く）の報酬額は、会社業績やその貢献度合、業務執行状況を

勘案して決定することとし、取締役会の授権を受けた代表取締役社長が決定してお

ります。各監査等委員の報酬額は、監査等委員の協議により決定しております。

　当社の役員報酬等は、固定報酬と業績連動報酬で構成され、その割合は固定報酬

が60～100％、業績連動報酬が０～40％となっております。

　当該業績連動報酬に係る指標は「親会社株主に帰属する当期純利益」としており

ます。当該指標は事業年度における活動を通しての最終的な利益であり、役員を評

価するにあたり最も相応しい指標と判断しております。

② 役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年６月23日開催の第133期定

時株主総会において年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と

決議しております。当該定時株主総会終了時点の取締役（監査等委員を除く）の員

数は３名です。

　取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月23日開催の第133期定時株主

総会において年額60百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終了時点の

取締役（監査等委員）の員数は３名です。
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2022年３月期 目標 130,000千円 実績 224,831千円

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　取締役（監査等委員を除く）について、取締役会で、取締役（監査等委員を除

く）の個人別の報酬額の具体的内容の決定を代表取締役社長地引俊爲に委任する旨

の決議をしております。その権限の内容は、個人別の報酬等の全部に関する内容の

決定となります。当社全体の状況を俯瞰しつつ、各取締役（監査等委員を除く）の

担うべき機能・役割に応じて報酬等を判断するには代表取締役社長が最も適してい

ることから、当該権限を委任しております。取締役会の授権を受けた代表取締役社

長が会社業績やその貢献度合、業務執行状況を勘案して決定しております。

④ 業績連動報酬等に関する事項

　当該業績連動報酬に係る指標は「親会社株主に帰属する当期純利益」としており

ます。当該指標は事業年度における活動を通しての最終的な利益であり、役員を評

価するにあたり最も相応しい指標と判断しております。

　なお、当該業績連動報酬の額の決定方法は下記のとおりであります。

取締役（監査等委員を除く）

1 業績連動報酬Ａ

　目標「親会社株主に帰属する当期純利益」の達成並びに従業員に対する

賞与の年間４ヶ月以上支給を条件として下記計算式により決定しておりま

す。

業績連動報酬額＝「親会社株主に帰属する当期純利益」÷目標「親会社株

主に帰属する当期純利益」×月額固定報酬×４

※　上限額　月額固定報酬×８

2 業績連動報酬Ｂ

　「親会社株主に帰属する当期純利益」の計上を条件として、取締役社長

は固定金額とし、他の取締役（監査等委員を除く）は個人評価を踏まえて

決定しております。

取締役（監査等委員（社外取締役を除く））

1 業績連動報酬Ａ

　取締役（監査等委員を除く）に準じて決定しております。

2 業績連動報酬Ｂ

　「親会社株主に帰属する当期純利益」の計上を条件として、固定金額と

しております。

取締役（監査等委員（社外取締役））

業績連動報酬Ｂ

取締役（監査等委員（社外取締役除く））に準じて決定しております。

当該業績連動報酬に係る指標の目標及び実績

親会社株主に帰属する当期純利益
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役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬等

取　締　役
(監査等委員を除く)

86百万円 52百万円 34百万円 ５名

取締役(監査等委員)
(内　社外取締役)

30
(13)

25
(10)

５
(３)

３
(２)

計
117
(13)

77
(10)

40
(３)

８
(２)

区　分 氏　名 主な活動状況

取 締 役
(監査等委員)

藤 本 　 昇

当事業年度に開催された取締役会12回中10回、監
査等委員会全10回に出席し、主に弁理士としての
専門的見地及び会社の経営者としての見地から、
適時適切な助言・提言等を期待しており、取締役
会において、当該視点からの発言を行うなど、適
切な役割を果たしております。

取 締 役
(監査等委員)

遠　藤　美智子

当事業年度に開催された取締役会全12回、監査等
委員会全10回に出席し、主に弁護士としての専門
的見地から、適時適切な助言・提言を期待してお
り、取締役会において、当該視点からの発言を行
うなど、適切な役割を果たしております。

⑤ 当該事業年度に係る取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容が決

定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　当事業年度においては、有価証券報告書及びコーポレート・ガバナンス報告書に

記載されているものと同じものであり、取締役会は、決定方針に沿うものであると

判断しました。

⑥ 取締役の報酬等の総額等

(注) １. 取締役（監査等委員を除く）のうち執行役員を兼務する者の執行役員部分の報酬等はござい
ません。

２. 当事業年度末現在の人員は、取締役（監査等委員を除く）５名、取締役（監査等委員）３名
（うち社外取締役２名）であります。

(5) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

　取締役（監査等委員）藤本　昇氏の兼職先である弁理士法人藤本パートナーズ

と当社との間には、特許等の申請等の手数料等の取引が存在しております。

　取締役（監査等委員）遠藤美智子氏の兼職先である稲垣・遠藤法律事務所と当

社との間には、特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言状況
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① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 21百万円

②
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

21百万円

４. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) １. 当社は、会計監査人との契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ実質的にも区分できませんので
これらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並び
に会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討し
た結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合、必要に応じて、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査

人を解任いたします。また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、専門性、当

社からの独立性、その他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の

執行に支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必要と認められる場合

には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決

定いたします。

５. 会社の体制及び方針

［業務の適正を確保するための体制］

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人を含めた行動指針として、「倫理・法令遵守

方針」を定め、その周知徹底を図るとともに、取締役は、自らが主体的に法令・定

款・社会的規範等を遵守し、業務の遂行に当たっております。

　監査等委員である取締役は、法令に定める取締役会への出席の他、コンプライア

ンスの観点から各部門、子会社主催の会議・報告会等へ出席し、充実した監査機能

を発揮しております。

　各取締役は重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見し

た場合は直ちに取締役会及び監査等委員会に報告することとしております。

　内部統制事務局は、コンプライアンス体制の整備及び維持を図り、必要に応じ関

連部門と連携をとり研修等を実施しております。
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、稟議規程、文書取扱規程、文書の保存

期間規程に基づき、その保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で記

録・保存・管理することとし、保存期間は、文書の保存期間規程によるものとして

おります。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社及び子会社の環境・安全リスクに対処するため、品質・環境統合マニュア

ル、安全衛生委員会規程に基づき、環境面・安全衛生面でのリスクマネジメントを

行っております。

　当社及び子会社の事業リスクへの対応としては、取締役会並びに子会社社長も含

めた経営会議で事業環境等のリスクの抽出を定期的に実施し、情報の共有化を図

り、リスクを未然に防止する体制をとっております。

　不測の事態が発生した場合は、取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、弁

護士の資格を有する社外取締役等を含むチームを組織し迅速な対応を行い、損害の

拡大の防止をし、これを最小限に止める体制を整えております。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制として、取締役会を定期的に開催する他、当社の経営方針及び経営戦略に関わ

る重要事項については、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催し、十分に議論、審

議を経て執行決定を行っております。また、子会社の重要議案については、子会社

管理規定に基づき当社企業グループ全体の業務の適正性と効率性の確保を行ってお

ります。なお、当社の取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職

務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの責任者及び責任、執行手続の詳細

について定めております。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社及び子会社の使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、倫理・法令遵守方

針を定め、それを遵守するとともに、使用人が法令・定款等に違反する行為を発見

した場合の報告体制としてコンプライアンス通報規程を制定・施行しております。

また、法令・定款の遵守のさらなる徹底を図るため、社内通報窓口に加え、当社取

引先等の外部関係者も通報できる社外通報窓口を設置しております。

(6) 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制及

び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社及び子会社は、企業グループ全体の企業価値の向上を図り、社会的責任を全
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うするためにグループ年度計画を策定しております。

　計画の進捗は年間スケジュール表に基づく定期報告で管理するとともに、取締役

会と子会社の社長も含めた経営会議で、評価、指導、助言を行い、企業グループ全

体の業務の適正化を図っております。また、子会社に対し、管理部又は監査等委員

による定期的監査を実施し、その報告を受けるとともに子会社との定期的な情報交

換を行い、コンプライアンス上の把握、課題解決に努めております。

　子会社にコンプライアンス上問題があると認めた場合は、管理部又は監査等委員

に報告し、直ちに監査等委員会に報告を行うものとし、監査等委員は意見とともに

改善策の策定を求めることができることとしております。

(7) 監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合

における当該取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締

役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会がその職務を補助する取締役及び使用人を置くことを求めた場合

は、適任の当該取締役及び使用人を配置するものとし、配置にあたっての具体的な

内容（組織、人数、賃金、その他）につきましては、監査等委員会と相談し、その

意見を十分考慮し、同意を得て取締役会が決定いたします。また、監査等委員の職

務を補助すべき使用人の評価は監査等委員が行い、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）からの独立性を確保するものとしております。なお、現在、監査等委

員会はその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めておりません。

(8) 監査等委員会に報告するための体制及び報告したことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人、子会社の監査役は当社及び子会社の実務又

は業務に影響を与える、あるいは与える恐れのある重要事項について監査等委員会

に速やかに報告するものとしております。

　前記に関わらず、監査等委員会は、必要に応じて当社及び子会社の取締役及び使

用人、子会社の監査役に対して報告と意見を聞くことができることとし、これによ

り、監査等委員会に出席する取締役、その他の使用人は、監査等委員会に対し、監

査等委員会が求めた事項に対して説明しなければならないこととしております。当

社は監査等委員会に説明を行った当社及び子会社の取締役及び使用人、子会社の監

査役に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、

その旨を当社及び子会社の取締役及び使用人、子会社の監査役に周知徹底しており

ます。
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(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員は、取締役会や経営会議等の重要会議に出席し、関係部署の調査、重

要案件の稟議書の確認等により、その権限が支障なく行使できる社内体制が確立さ

れております。

　なお、監査等委員は会計監査人から会計監査の内容について報告を受けるととも

に、情報の交換を行う等連携を図っております。

(10)監査等委員会の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当

該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は監査等委員会がその職務の遂行について、独自の外部専門家・アドバイザ

ー等を活用するための費用の支出を求めた場合、又は必要な費用の前払を求めた場

合には、監査等委員会の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、その費

用を負担します。

(11)財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

　金融商品取引法により、財務報告に係る内部統制が有効かつ適正に行われる体制

を構築、維持、向上を図ります。そのために監査等委員及び内部統制事務局は、財

務報告とその内部統制の整備、運用状況を監視、検証し、必要に応じてその改善策

を取締役会に報告しております。

(12)反社会勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社及び子会社は、反社会勢力とは取引関係を含む一切の関係を持たず、不当な

要求に対しては法令に基づき、毅然とした対応をとることを基本方針としておりま

す。

　また、不当要求等に対しては、警察等の外部機関との連携を図り、組織的な対応

を行う体制をとっております。

［業務の適正を確保するための体制の運用状況］

　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は、以下のとおりであります。

(1)取締役の職務の執行について

　当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則月１回開催し、法令や定

款等に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職

務の執行の監督を行っております。なお、当事業年度におきましては、取締役会

を12回開催しております。

(2)リスク管理体制について

　当社及び子会社は、原則月１回開催される当社取締役会並びに子会社社長も出

席メンバーであり、３ケ月に１回開催される経営会議でリスクを定期的に抽出

し、情報の共有化を図り、リスクの発生を未然に防止できるようにリスク管理を

継続的に行っております。
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(3)コンプライアンス体制について

　当社及び子会社は、「倫理・法令遵守方針」を設定し、使用人に対し、その周

知と、職位に応じて必要とされるコンプライアンスについて、社内研修や会議体

での説明等、法令を遵守するための取組みを行っております。また、当社はコン

プライアンス通報規程により、相談・通報体制を設け、これを利用することでコ

ンプライアンスの実効性向上を図っております。

(4)内部監査の実施について

　当社では、内部監査実施計画・報告書に基づき、当社及び子会社の内部監査を

実施しております。

(5)監査等委員の職務の執行について

　監査等委員会は、社外取締役２名を含む監査等委員３名で構成されており、原

則月１回開催され、各監査等委員は監査等委員会規程に基づき、取締役会はもと

より、重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人及び内部統制部門と定期的

に情報交換を行い、取締役の職務の執行について監視をしております。

　なお、当事業年度におきましては、監査等委員会を10回開催しております。

(6)グループ管理体制について

　３ケ月に１回開催される経営会議で子会社の社長から経営状況等の報告を受け

ることの他、毎月提出される業務報告書により、現況を把握できる体制になって

おります。また、当社の内部監査部門が子会社の業務について、定期的に内部監

査を実施しております。

６. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、安定的な配当の維持と財務体質強化による経営基盤の確保を前提とし

て、利益配分を決定しております。当社の剰余金の配当は、期末配当金として年１

回実施することを基本方針としております。

　当期の配当につきましては、上記方針に基づき、期末配当金として１株につき普

通配当30円（年間配当金30円）とさせていただきます。

　内部留保につきましては、財務体質の強化並びに将来の事業展開に役立てること

としております。

　なお、当社は会社法第459条第１項の規定により、取締役会の決議によって剰余

金の配当等を決定できる旨定款に定めております。

－ 17 －



連 結 貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資　産　の　部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　

6,094,377

2,930,171

155,232

927,972

205,632

1,152,516

351,431

271,832

104,474

△4,886

2,679,045

1,897,436

754,514

66,105

51,723

668,226

226,329

130,535

28,385

11,860

16,524

753,224

504,909

118,961

113,585

15,767

　

(負　債　の　部)

流 動 負 債 2,476,996

買 掛 金 287,814

短 期 借 入 金 1,595,640

リ ー ス 債 務 44,248

未 払 法 人 税 等 80,784

契 約 負 債 55,553

そ の 他 412,954

固 定 負 債 1,545,537

長 期 借 入 金 1,353,911

リ ー ス 債 務 114,401

退職給付に係る負債 76,744

そ の 他 480

負 債 合 計 4,022,533

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 4,330,263

資 本 金 960,000

資 本 剰 余 金 491,045

利 益 剰 余 金 3,043,741

自 己 株 式 △164,523

その他の包括利益累計額 185,584

その他有価証券評価差額金 185,584

非支配株主持分 235,042

純 資 産 合 計 4,750,890

資 産 合 計 8,773,423 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,773,423

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで) (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,950,532

売 上 原 価 3,902,529

売 上 総 利 益 2,048,002

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,563,174

営 業 利 益 484,828

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 17,852

受 取 家 賃 4,012

助 成 金 収 入 316

為 替 差 益 4,669

そ の 他 5,524 32,374

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,197

そ の 他 1,576 23,773

経 常 利 益 493,429

特 別 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2,550 2,550

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 490,879

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 152,042

法 人 税 等 調 整 額 1,047 153,089

当 期 純 利 益 337,789

非支配株主に帰属する当期純利益 23,260

親会社株主に帰属する当期純利益 314,529

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 960,000 491,045 2,785,243 △164,155 4,072,133

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △56,031 △56,031

親会社株主に帰属する当期純利益 314,529 314,529

自 己 株 式 の 取 得 △367 △367

株主資本以外の項目の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 258,497 △367 258,129

当 期 末 残 高 960,000 491,045 3,043,741 △164,523 4,330,263

その他の包括利益累計額

非支配株主
持 分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 169,370 169,370 225,635 4,467,139

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △56,031

親会社株主に帰属する当期純利益 314,529

自 己 株 式 の 取 得 △367

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 16,214 16,214 9,406 25,620

当 期 変 動 額 合 計 16,214 16,214 9,406 283,750

当 期 末 残 高 185,584 185,584 235,042 4,750,890

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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商品及び製品・仕掛品 …… 　総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法)

原材料 ……………………… 　総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法。ただし、買入部品について

は最終仕入原価法)

貯蔵品 ……………………… 　最終仕入原価法

その他有価証券 …………… 市場価格のない株式等以外のもの

当連結会計年度末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法による）

市場価格のない株式等

総平均法による原価法

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社 ３社

連結子会社の名称 ㈱ロブテックスファスニングシステム

鳥取ロブスターツール㈱

㈱ロブエース

(2) 持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はありません。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ) 棚卸資産

ロ) 有価証券
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イ) 有形固定資産 ………………

(リース資産を除く)

　定率法を採用しております。ただし、1998年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

　(なお、当社所有の子会社用賃貸設備を含む

全ての子会社の使用する設備については、定額

法を採用しております。)

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 10～40年

機械装置及び運搬具 10～12年

工具、器具及び備品 ２～５年

ロ) 無形固定資産 ………………

(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

社内利用のソフトウェア ５年

ハ) リース資産 ………………… 　所有権移転ファイナンス・リース取引にかか

るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引にか

かるリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

貸倒引当金 ………………… 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ 重要な引当金の計上基準

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。
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イ) 金属製品事業 ……………… 　主に作業工具、ファスニングツールなどの製

造及び販売を行っております。当社及び連結子

会社では、主に完成した製品を顧客に供給する

ことを履行義務としており、原則として製品を

引き渡した時点において支配が顧客に移転して

履行義務が充足されると判断していることか

ら、当時点において収益を認識しております

が、国内の販売においては、出荷時から当該製

品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である場合には、出荷時に収益を認識

しております。取引価格の算定については、顧

客との契約において約束された対価から、値引

き額等を控除した金額で算定しております。

ロ) レジャー事業 ……………… 　ゴルフ練習場を運営しており、ゴルフ練習の

サービスを提供しております。そのサービスを

提供した時点で履行義務が充足されると判断し

ていることから、当時点において収益を認識し

ております。取引価格の算定については、顧客

との契約において約束された対価から、ポイン

トを控除した金額で算定しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

収益及び費用の計上基準
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定期預金 50,000 千円

建物 628,944 千円

土地 570,165 千円

計 1,249,109 千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,055,088 千円

普通株式 2,000 千株

決　議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月１日
取締役会

普通株式 56,031 60.00 2022年３月31日 2022年６月24日

配当金の総額 56,022 千円

１株当たりの配当額 30.00 円

基準日 2023年３月31日

効力発生日 2023年６月28日

配当原資 利益剰余金

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

　担保に係る債務残高は、2,530,580千円であります。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

投 資 有 価 証 券
　 そ の 他 有 価 証 券

500,760 500,760 ―

資 産 計 500,760 500,760 ―

長期借入金（１年内返済長期借入金含む) 2,099,551 2,094,857 4,693

負 債 計 2,099,551 2,094,857 4,693

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に金属製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照

らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全

性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入や手形の割引等

により調達しております。

　また、投資有価証券の内容は株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。

　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理

するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。連結子会社についても、同様の管理を行っております。

　投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であ

り、これに対する市場価格の変動リスクについては、定期的に時価や発行体（取

引先企業）の財務状況等を把握するようにしております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。市場価格のない株式等は、

次表には含めておりません（（注）を参照ください）。また、現金は注記を省略

しており、預金、受取手形、売掛金、買掛金及び短期借入金は短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)
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区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,148

（注）市場価格のない株式等

(単位：千円)

　これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券株式

500,760 ― ― 500,760

資産計 500,760 ― ― 500,760

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
(１年内返済長期借入金含む)

― 2,094,857 ― 2,094,857

資産計 ― 2,094,857 ― 2,094,857

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

(単位：千円)

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

(単位：千円)

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。上場株式は

活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しておりま

す。

長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。
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報告セグメント
その他
(注)

合計
金属製品事業 レジャー事業 計

日本 4,601,884 277,960 4,879,845 ― 4,879,845

東アジア 886,151 ― 886,151 ― 886,151

北中米 99,672 ― 99,672 ― 99,672

欧州 25,022 ― 25,022 ― 25,022

その他の地域 59,841 ― 59,841 ― 59,841

顧客との契約か
ら生じる収益

5,672,571 277,960 5,950,532 ― 5,950,532

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売
上高

5,672,571 277,960 5,950,532 ― 5,950,532

５．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

(単位：千円)

(注) 当社には、報告セグメントに含まれない事業セグメントはありません。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等　(3)会計方針に関する事項　⑤その他連結計算書類の作成

のための基本となる重要な事項　収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 1,288,838

契約負債 55,553

１株当たり純資産額 2,418 円 24 銭

１株当たり当期純利益 168 円 42 銭

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロー

との関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計

年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

　契約負債は、主にサービスの提供、製品の引渡前に顧客から受け取った対価で

あり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含まれております。

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

(単位：千円)

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれてい

た金額に重要性はありません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足

した履行義務から認識した収益の額には重要性はありません。

６．１株当たり情報に関する注記

(注) 当社は2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結
会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純
利益を算定しております。

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2023年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資　産　の　部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投 資 損 失 引 当 金

　

4,391,271

2,380,467

33,137

27,718

745,978

1,047,890

30,042

2,417

7,614

116,002

3,125,983

1,583,899

674,559

65,586

10,149

14,607

668,226

73,981

76,788

15,720

5,320

6,025

4,374

1,526,363

490,468

406,500

490,000

110,363

33,569

5,731

△10,270

　

(負　債　の　部)

流 動 負 債 2,268,482

買 掛 金 361,320

短 期 借 入 金 850,000

１年内返済予定の長期借入金 745,640

リ ー ス 債 務 8,485

未 払 金 140,216

未 払 費 用 87,532

未 払 法 人 税 等 57,583

契 約 負 債 9,563

預 り 金 7,221

そ の 他 918

固 定 負 債 1,377,378

長 期 借 入 金 1,353,911

リ ー ス 債 務 23,467

負 債 合 計 3,645,860

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 3,685,737

資 本 金 960,000

資 本 剰 余 金 491,045

資 本 準 備 金 491,045

利 益 剰 余 金 2,399,215

その他利益剰余金 2,399,215

別 途 積 立 金 475,000

繰越利益剰余金 1,924,215

自 己 株 式 △164,523

評価・換算差額等 185,656

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 185,656

純 資 産 合 計 3,871,394

資 産 合 計 7,517,254 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,517,254

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで) (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,283,501

売 上 原 価 2,917,431

売 上 総 利 益 1,366,070

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,181,876

営 業 利 益 184,193

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 51,478

受 取 家 賃 110,273

業 務 受 託 収 入 25,186

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 23,030

そ の 他 15,721 225,690

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,075

社 債 利 息 68

業 務 受 託 費 用 17,606

そ の 他 778 36,529

経 常 利 益 373,354

特 別 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2,550 2,550

税 引 前 当 期 純 利 益 370,804

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 93,200

法 人 税 等 調 整 額 10,391 103,591

当 期 純 利 益 267,212

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 960,000 491,045 491,045 475,000 1,713,034 2,188,034 △164,155 3,474,924

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △56,031 △56,031 △56,031

当 期 純 利 益 267,212 267,212 267,212

自 己 株 式 の 取 得 △367 △367

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 211,181 211,181 △367 210,813

当 期 末 残 高 960,000 491,045 491,045 475,000 1,924,215 2,399,215 △164,523 3,685,737

評価・換算差額等

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 169,714 169,714 3,644,638

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △56,031

当 期 純 利 益 267,212

自 己 株 式 の 取 得 △367

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額（純額)

15,942 15,942 15,942

当 期 変 動 額 合 計 15,942 15,942 226,755

当 期 末 残 高 185,656 185,656 3,871,394

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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子会社株式 ………………… 　総平均法による原価法

その他有価証券 …………… 　市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法による）

　市場価格のない株式等

総平均法による原価法

商品及び製品・仕掛品 …… 　総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

原材料 ……………………… 　総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法。ただし、買入部品について

は最終仕入原価法）

貯蔵品 ……………………… 　最終仕入原価法

① 有形固定資産 …………………

(リース資産を除く)

　定率法を採用しております。ただし、1998年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

　(なお、当社所有の子会社用賃貸設備につい

ては、定額法を採用しております。)

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 10～38年

構築物 10～40年

機械装置 10～12年

工具、器具及び備品 ２～５年

② 無形固定資産 …………………

(リース資産を除く)

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

社内利用のソフトウェア　５年

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

－ 33 －



③ リース資産 …………………… 　所有権移転ファイナンス・リース取引にかか

るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引にか

かるリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

① 貸倒引当金 …………………… 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 投資損失引当金 ……………… 　子会社への投資に対する損失に備えるため、

当該会社の財政状態及び回収可能性等を勘案

し、必要と認められる額を計上しております。

③ 退職給付引当金 ……………… 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産に基づき

計上しております。退職給付引当金及び退職給

付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準

① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

　主に作業工具、ファスニングツールなどの製造及び販売を行っております。当社

では、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としております。

② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

　原則として製品を引き渡した時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足

されると判断していることから、当時点において収益を認識しておりますが、国内

の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。取引価格の算定に

ついては、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控除した金額

で算定しております。
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定期預金 50,000 千円

建物 628,944 千円

土地 570,165 千円

計 1,249,109 千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,227,028 千円

鳥取ロブスターツール㈱ 50,000 千円

㈱ロブエース 6,205 千円

計 56,205 千円

短期金銭債権 66,628 千円

短期金銭債務 270,363 千円

営業取引による取引高

売上高 123,941 千円

仕入高 1,653,805 千円

販売費及び一般管理費 162,086 千円

営業取引以外の取引高 176,692 千円

普通株式 132 千株

普通株式 0 千株 取得価額の総額 367 千円

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

　担保に係る債務残高は、2,530,580千円であります。

(3) 保証債務

子会社のリース債務に対する保証

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次

のとおりであります。

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

(2) 自己株式に関する事項

取得株式
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繰延税金資産

投資損失引当金 3,142 千円

未払賞与 19,776 千円

退職給付信託 48,179 千円

棚卸資産評価損 54,422 千円

減損損失 20,891 千円

ゴルフ会員権評価損 5,659 千円

その他 23,115 千円

繰延税金資産小計 175,187 千円

評価性引当額 △25,986 千円

繰延税金資産合計 149,201 千円

繰延税金負債

前払年金費用 △33,771 千円

その他有価証券評価差額金 △81,859 千円

繰延税金負債合計 △115,631 千円

繰延税金資産の純額 33,569 千円

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属　性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関 係 内 容

取引の内容 取引金額 科　　目 期末残高役員の
兼任等

事業上の関係

子会社

株式会社
ロブテックス
ファスニング
システム

65.0％
兼任
３名

製品の販売
等

業務受託料
の収受

25,186 未収入金 1,988

子会社
鳥取ロブスタ
ーツール株式
会社

100.0％
兼任
２名

製品の製造

資金の貸付 ― 長期貸付金 490,000

製品の仕入 1,709,048 買掛金 239,645

経費の支払 162,086 未払金 24,956

リース債務
の保証

50,000       ― ―

子会社
株式会社
ロブエース

100.0％
兼任
２名

ゴルフ練習
場設備

事業場の賃貸 108,639 未収入金 13,200

１株当たり純資産額 2,073 円 14 銭

１株当たり当期純利益 143 円 08 銭

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社
(単位：千円)

(取引条件及び取引条件の決定方針等)
(注) １. 株式会社ロブテックスファスニングシステムからの業務受託料につきましては、契約に基づ

いた金額としております。
２. 製品の仕入については、市場価格及び総原価を勘案して、交渉の上、決定しております。
３. 鳥取ロブスターツール株式会社に対する貸付金につきましては、市場金利を勘案して利率を

合理的に決定しております。
４. 株式会社ロブエースへの事業場の賃貸につきましては、建物の維持費用や不動産投資利回り

額等を勘案の上、決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(注) 当社は2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益
を算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤　川　　　賢

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安　場　達　哉

2023年５月22日

株式会社　ロブテックス

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ロブテックスの2022年4月1日から
2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の
注記について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ロブテックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤　川　　　賢
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安　場　達　哉

2023年５月22日

株式会社　ロブテックス

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

大阪事務所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ロブテックスの2022年4月1

日から2023年3月31日までの第140期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類

等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 41 －



監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第140期事業年度にお

ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下

のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定

期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の

方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門

と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に

関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま

た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適

正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議

会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細

書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果

（１） 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の

執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２） 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

（３） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

監査等委員（常勤） 林 邦 男㊞

監査等委員 藤 本  昇㊞

監査等委員 遠 藤 美 智 子㊞

2023年５月25日

株式会社 ロブテックス 監査等委員会

(注) 監査等委員藤本　昇及び遠藤　美智子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する

社外取締役であります。

　

以　上
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候補者
番　号

氏名及び生年月日 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式数

１

じ  びき とし ため

地 引 俊 爲
1969年３月14日生

1993年４月 当社入社
2004年７月 当社執行役員営業本部海外ブロック長
2005年５月 当社執行役員海外営業本部長
2008年６月 当社取締役上席執行役員海外営業本部長
2009年４月 当社代表取締役社長兼海外営業本部長
2010年５月 当社代表取締役社長
2012年６月 当社代表取締役社長兼マーケティング本部

長
2020年４月 当社代表取締役社長兼モノづくり事業本部

長
現在に至る

63,702株

(重要な兼職の状況)
㈱ロブテックスファスニングシステム代表取締役社長
鳥取ロブスターツール㈱代表取締役社長
㈱ロブエース代表取締役社長

取締役候補者とした理由
営業に関する豊富な知識と経験を有しており、2009年４月より当社代表取締役社長に就任して
います。
引き続き当社グループの経営・営業についての豊富な知識と経験が当社の企業価値向上に資す
ると判断し、取締役候補者としました。

２

やま ぐち まさ みつ

山 口 正 光
1968年12月26日生

1992年６月 当社入社
2004年７月 当社執行役員経営管理本部経営情報システ

ムグループリーダー
2005年５月 当社執行役員国内営業本部副本部長
2006年２月 当社執行役員物流本部長
2008年５月 当社執行役員経営企画室長
2008年６月 当社取締役上席執行役員経営企画室長
2010年５月 当社取締役上席執行役員経営管理本部長兼

経営企画部長
2012年６月 当社取締役上席執行役員管理本部長
2016年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長

現在に至る

14,884株

取締役候補者とした理由
営業・物流・管理に関する豊富な知識と経験を有しており、2008年６月より取締役を務めてい
ます。
引き続きこれらの豊富な知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者と
しました。

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（５名）は、本定時株主総会終結

の時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）

５名の選任をお願いするものであります。

　監査等委員会は、各候補者に関して、業務執行状況及び業績等を評価したうえ

で、当社の取締役として適任であると判断しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏名及び生年月日 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式数

３

いけ もと よし ひろ

池 本 義 寛
1957年４月４日生

1981年４月 松下電器産業株式会社（現パナソニック株
式会社）入社

2017年５月 当社入社
2018年５月 当社執行役員マーケティング本部技術開発部長
2021年５月 当社執行役員モノづくり事業本部副本部長

（技術担当）兼技術開発部長
2021年６月 当社取締役執行役員モノづくり事業本部副

本部長（技術担当）兼技術開発部長
2022年４月 当社取締役執行役員モノづくり事業本部副

本部長（技術・購買担当）兼購買部長
現在に至る

2,743株

取締役候補者とした理由
商品開発に関する豊富な知識と経験を有しており、2021年６月より取締役を務めています。
引き続きこれらの豊富な知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者と
しました。

４

もり した こう  じ

森 下 幸 治
1962年12月20日生

1985年４月 当社入社
2009年７月 当社執行役員管理本部副本部長
2010年５月 当社執行役員管理本部管理部長
2021年５月 当社執行役員管理本部管理部長兼フィナン

シャル管理室長
2021年６月 当社取締役執行役員管理本部管理部長兼フ

ィナンシャル管理室長
2022年４月 当社取締役執行役員管理本部管理部長

現在に至る

9,355株

取締役候補者とした理由
財務・経理・人事に関する豊富な知識と経験を有しており、2021年６月より取締役を務めてい
ます。
引き続きこれらの豊富な知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者と
しました。

５

たな  べ  ひろ  き

田 邉 浩 樹
1967年９月17日生

1990年４月 当社入社
2004年５月 当社執行役員国内営業本部副本部長
2008年６月 当社取締役上席執行役員国内営業本部長
2012年７月 当社取締役辞任
2012年７月 株式会社ロブエース出向
2017年６月 同社取締役支配人
2021年５月 当社執行役員モノづくり事業本部副本部長

（マーケティング担当）
2021年６月 当社取締役執行役員モノづくり事業本部副

本部長（マーケティング担当）
2023年４月 当社取締役執行役員モノづくり事業本部副

本部長（マーケティング担当）兼海外営業
部長
現在に至る

7,671株

取締役候補者とした理由
営業に関する豊富な知識と経験及び子会社取締役として経営全般に関する豊富な知識と経験を
有しており、2021年６月より取締役を務めています。
引き続きこれらの豊富な知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者と
しました。

(注) １. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずることのある損害を填補することとしております。また、次回更新
時には、同内容で更新を予定しております。
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氏名及び生年月日 略歴及び重要な兼職の状況
所有する当社の

株式数

なり  た  よし ひろ

成 田 佳 大
1973年12月26日生

2010年４月 税理士登録

2012年５月 株式会社ＧＭコンサルタンツ

代表取締役

2013年10月 税理士法人グローバルマネジメント

社員就任

現在に至る

0株

補欠の社外取締役候補者とした理由および期待される役割概要

会社経営者としての経験と税理士として培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制にいかして

いただけるものと判断したためであります。

第２号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、予め

補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては予め監査等委員会の同意を得ています。

　また、本選任の効力につきましては、その就任前に限り、監査等委員会の同意を

得て、取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものといたします。

　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

(注) １. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 成田佳大氏は補欠の社外取締役候補者であります。
３. 成田佳大氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。
４. 成田佳大氏が社外取締役として就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める金額としております。

５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずることのある損害を填補することとしております。成田佳大氏が監
査等委員である取締役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることと
なります。
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氏名

専門性と経験

企業

経営

財務

会計

法務・

コンプ

ライア

ンス

商品

開発

マーケ

ティン

グ

リスク

管理
独立性

（監査等委員であ

る取締役を除く）

取締役

地引俊爲 ● ● ● ●

山口正光 ● ● ● ● ●

池本義寛 ● ● ●

森下幸治 ● ● ●

田邉浩樹 ● ● ● ●

（監査等委員）

取締役

林　邦男 ● ● ● ● ● ●

藤本　昇 ● ● ● ●

遠藤美智子 ● ● ●

［ご参考］

　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者及び監査等委員である取締役の専

門性と経験（スキルマトリクス）

　第１号議案が承認された場合、当社の取締役会は以下のようなスキルを持ったメン

バーにより構成されることになります。

以　上
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[株主総会会場ご案内略図]
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◎近鉄瓢箪山駅より　南東方向徒歩約５分

お願い　誠に申し訳ございませんが、会場には駐車場設備が十分にございませんので、

電車等の公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。


